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研究成果の概要（和文）：　本研究では、現代における教職キャリアの危機として精神疾患事由の病気休暇・休職をと
らえ、これに対する人事管理施策の実態を調査した。公式統計で把握される「病休」とは主に後者を指す一方、その前
段階としての前者は十分把握されてこなかったが、その実態と課題を明らかにすることができた。
　また、特定の自治体における勤務経験が教員のキャリア形成上どう作用し、初任教員の適応感やストレスがどう変動
するのかも調査した。信頼性のある調査票の開発と、その継続的な実施を通じたデータ収集が行われた結果、教職キャ
リアを形成する上で阻害要因に当たるストレスの状況と、促進要因にあたる適応感の状況について、変動の説明を試み
た。

研究成果の概要（英文）：In this study, we took sick leave of mental illness as the crisis in modern teache
rs' career. And we investigated the human resource management policies for the teachers' sick leave of men
tal illness in local governmental level. By a nationwide survey, a variety of realities have been revealed
.
And we also investigated how the experience of working in certain area or school acts on the stress and ca
pacity building of teachers. We have developed questionnaire for teachers to high levels of reliability at
 first. Subsequently, data were collected continuously using the questionnaire. Using the results of the s
urvey, we have tried to describe the situation of stress that inhibits the ability improvement by teachers
. And we also tried to analyze for job adaptation sense to promote the capacity building of teachers.
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１．研究開始当初の背景 
 
教師の職能形成を促進させる方策として
各種研修の充実等に関心が集まる一方、教師
の職能形成を抑制する事象として教師の多
忙化や精神疾患の増加への関心も高まって
いる。 
 これらに共通するのは職場を離れた研修
制度やサポートシステムを個々の教師に適
用させるという傾向である。しかし、そうし
た機会の確保には限度があるため、日常的な
職場環境を通じた職能形成の支援も構想さ
れるべきだが、その検討は十分でない。また、
公立学校の教員には定期的な異動があり、絶
えず同僚・上司の「入れ替わり」を経験する。
職場環境を通じた日常的な職能形成を考察
する上で、このような各自治体の人事制度･
異動慣行は無視できないはずだが、これも多
くの研究で等閑視されている。 
 したがって、教師が異動を通じて経験する
多様な職場環境が、職能形成にどう影響する
のかを解明することは、今後の人事制度のあ
り方や、学校・教師に対する職能形成の組織
的支援・個人的支援のあり方を構想する上で
不可欠であると考え、教師の職能形成に職場
環境や人事といった社会的・制度的要因が与
える影響の分析・考察に着手した。 
 
２．研究の目的 
 
 本研究では、教師のストレス、社会的サポ
ート、能力獲得などを、教師の「職能形成」
を抑制もしくは促進する事象として統合的
にとらえ、これらに対して自治体の人事制度
や職場環境としての学校がどう影響してい
るのかを明らかにする。このことは、従来さ
まざまな関心のもとで別個に研究されてき
た、教師のキャリア上の諸現象を構造的に把
握しなおすことを意味する。 
また本研究の成果を通じて、教師の職能形
成に効果的な制度設計や、自治体の制度・慣
行・環境に対応した教師の職能成長支援策に
も示唆を与え、教育行政・学校経営への政策
提言についても考察を試みる。 
 
３．研究の方法 
 
本研究は、①精神疾患事由の病気休暇・休
職に関する人事制度の調査、②教員のメンタ
ルヘルスおよび適応感に関する調査の開発
と実施、という 2点で進められた。 
 まず①に関しては、教師のメンタルヘルス
をめぐる従来の議論において注目されてき
た教師の「病気休職」に加え、その前段階で
ある「病気休暇」制度に着目し、両者の運用
に関する資料の収集を行った。仮説構築に向
けた聞き取り調査に加え、都道府県レベルで
の運用（休暇期間、「病気」認定の手続き、
代替教員の充当方法など）の状況のほか、同
一県内の市町村レベルでの運用状況につい

て、いずれもばらつきがあるかどうか、ある
とすればどの程度のばらつきがあるのかと
いうことを、質問紙で調査した。 
 次に②に関しては、個々の教師のキャリア
におけるメンタルヘルス上の危機や、能力形
成上のチャンスについて、まず試験的な自由
記述形式の調査を実施した。これを参考に量
的調査を開発し、企画検討ののち平成 24 年
度と平成 25 年度に「適応感・メンタルヘル
ス」の状況に関する調査票を開発した。平成
24 年度は 1つの県の全初任教員と、1つの町
の全教員を対象に、また平成 25 年度は 2 つ
の県の全初任教員と、1 つの町の全教員を対
象に調査を実施し、分析を進めた。 
 
４．研究成果 
 
 研究の結果、①精神疾患事由の病気休暇・
休職に関する人事制度の調査、②教員のメン
タルヘルスおよび適応感に関する調査につ
いては、下記のそれぞれが明らかになった。 
 まず精神疾患事由の「病休」制度について
は、これまでの議論において主に注目されて
いた「病気休職」だけではなく、その前段階
である「病気休暇」への注目が必要であると
いうことが指摘できた。多くの場合、メンタ
ルヘルスに不調を来した教員はまず（病気）
休暇を活用して状況に対処し、それでも好転
しない場合において病気休職の発令に至る
からである。加えて、病気休暇の間に代替教
員の手配ができるかどうか（もしくはその準
備が進められるかどうか）、代替教員の「人
探し」を行うのが設置者なのか人事権者なの
か各学校なのかといったルール設定や運用
の違いは、病気休暇の「取得しやすさ」や病
気休暇の「発令しやすさ」にも影響すること
が考えられる。全国調査と特定県における市
町村調査から明らかになった制度運用のバ
リエーションは、上記のような課題を示して
いるばかりか、病気休職発令者の多い（もし
くは少ない）状況の含意するものについても、
再検討の余地を示すものであった。 
 本研究では、調査を通じて上記のような内
容が判明した。その成果については複数回の
学会発表として発信しており、今後は論文等
による活字化が課題となる。 
 次に教員の適応感とメンタルヘルスにつ
いては、継続的な調査とデータのフィードバ
ックについて手法を開発した。回答負荷が低
い調査票を年間 2回実施することで、メンタ
ルヘルスや適応感の変動を検討できるよう
になり、紐付けできたデータの分析では「適
応感を上げる（もしくは下げる）教員の特徴
は何か」や「メンタルヘルスを好転させる（も
しくは悪化させる）教員の特徴は何か」とい
った点についての検討も可能になった。なお、
初任者対象の調査については 1 年間（2 回）
限りのデータしか得られないが、1 町で実施
した教員調査では、町での在職者全員を対象
にすることができたため、勤務地・勤務校と 



の適応・不適応をより長期的に分析できるよ
うになった。 
 これらについては、成果の一部を複数回の
学会発表としているが、上記のような特徴を
生かした分析を進めるにはさらなるデータ
の蓄積が必要となる。継続的な調査実施と分
析が今後の課題と言える。 
 加えて、本研究では上記調査の結果につい
てのフィードバックを開発した。将来的には
学校の設置・管理者たる地教委や、人事権
者・研修担当者たる都道府県教委に調査結果
をフィードバックし、より適切な人事管理や
配置を検討するのが目標であったが、まずは
個々の教員向けフィードバックが開発でき
た。これをもとに、今後さらなるフィードバ
ックを開発することが課題となる。 
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